
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（諸収入）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

○学校現場及び本県の教育ニーズに応じた研修講座(希望研修）の開設
　・ICT活用　H25　８講座→H26　１０講座　　・いじめ・不登校対策　H25　１１講座→H26　１２講座
　・教員の資質向上　H２５　０→H26　２講座　・信州型コミュニティースクール推進　H２５　０→H２６　１講座

Ｈ26 H27
目標

H25末
（実績） 目標 成果 達成状況

25講座

合計 25,522 25,079

25講座 25講座 達成

25,362

・長野県教員研修体系に基づき、教員に高い倫理観と使命感及び確かな子ども理解の上に立った様々な資質能力を身に付けることがで
きるようにする。
・学校組織マネジメント、ICTの活用など学校力の向上をはじめ、生徒指導や特別支援教育などの喫緊の教育課題に対応する力を付ける
ことができるようにする。

・常に専門性を磨き、人間力を高めるために学び続けることが教員の使命、任務として求められている。
・受講者に目的意識と活用意識を持たせる能動的、体験的な研修が求められている。また、研修成果の効果測定を引き続き行い、学校現
場及び本県の教育ニーズに応じた研修講座の充実を目指していく。

成果目標の達成状況

項目

ニーズに応じた研修

事業番号 14 05 09 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 総合教育センター研修事業費総合教育センター研修事業費総合教育センター研修事業費総合教育センター研修事業費 担
当
課

部局 教育委員会事務局

実施期間 不明 ～

県が関与
する理由

目指す姿

現状

県関与の必要性あり

県民との協働による実施： 検討中

【左記の説明、根拠法令等】

地方公務員法、教育公務員特例法、教育公務員特例法施行令、
長野県総合教育センター条例、同規則、長野県公立学校教員研修要綱

課・室 教学指導課

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail kyogaku@pref.nagano.lg,jp

施策の総合的展開

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績
H26 H27

（当初） （決算） （当初）

教職員研修事業 直接 教育に関する基本的、専門的研修の実施 25,522 25,079 25,362

26,129 25,522 25,362

合計（A) 28,769 25,362
38講座

26年度26年度26年度26年度 27年度

当初予算 28,769

補正予算

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの
財源

26,129 25,522

概　算
人件費

15.50 15.50 15.50 15.50

127,999

28,641 25,609 25,079

127,999

28,769 25,934 25,249 25,197

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

教育課題に対応し、受講者が主体的に参加することができる研修講座の開設に取り組んでいく。

目標に対
する成果
の状況

研修の方法や内容の改善に取り組み、学校や社会のニーズに応じた研修講座となるよう見直しを図った。

 概算事業費（B（A）+C） 156,640 153,608 153,078 153,361

127,999 127,999

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

195 273 165


